
 

 

 

申請に対する処分の審査基準及び標準処理期間 

処分の名称 保有個人情報利用停止請求に対する決定 

根拠法令及び条項 個人情報の保護に関する法律第 101条第１項及び第 2項 

審査基準 法令の基準 個人情報の保護に関する法律 

（保有個人情報の利用停止義務）  

第100条 行政機関の長等は、利用停止請求があった場合において、当

該利用停止請求に理由があると認めるときは、当該行政機関の長等

の属する行政機関等における個人情報の適正な取扱いを確保するた

めに必要な限度で、当該利用停止請求に係る保有個人情報の利用停

止をしなければならない。ただし、当該保有個人情報の利用停止を

することにより、当該保有個人情報の利用目的に係る事務又は事業

の性質上、当該事務又は事業の適正な遂行に著しい支障を及ぼすお

それがあると認められるときは、この限りでない。  

具体的基準 「個人情報の保護に関する法律についての事務対応ガイド」より 

 

・利用停止請求に係る保有個人情報について、利用停止請求に理由が

あるかどうかを審査し、次のとおり、「保有個人情報の利用停止をする」

（法第 101条第 1項）か「保有個人情報の利用停止をしない」（同条第

2項）かの判断を行う。 

なお、当該判断は、情報公開・個人情報保護審査会の答申や個人情

報保護に関する訴訟の判決等を参考にしつつ、個別具体的に慎重に行

う。 

 

⑴ 利用停止請求に理由があると認められない場合 

① 行政機関等による調査の結果、法第 98条第 1項各号（行政手続

における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法

律（平成 25 年法律第 27 号。以下「番号法」という。）第 30 条

第１項に基づき読み替えて適用する場合を含む。以下同じ。）に

規定する事由に該当しないことが判明し、利用停止請求に理由があ

ると認められない場合には、保有個人情報の利用停止をしない決定

（以下「不利用停止決定」という。）を行う。 

② 行政機関等による調査の結果、当該保有個人情報が、法第 98条

第 1項各号に規定する事由に該当するかどうか判明せず、利用停止

請求に理由があるかどうか明らかでない場合には、利用停止決定を

行うことはできず、不利用停止決定を行うこととなる。 

 

⑵ 利用停止請求に理由があると認められる場合 

行政機関等による調査の結果、法第 98条第 1項各号に規定する事由

に該当することが判明し、利用停止請求に理由があると認められる場

合（利用停止請求に係る請求内容の一部について理由があると認める

場合を含む。）には、当該行政機関等における個人情報の適正な取扱い

を確保するために必要か否かの判断を行った上で、利用停止する又は

利用停止しないのいずれかの決定を行う。 

なお、利用停止請求に理由があると認められる場合であっても、利



 

 

用停止により事務の遂行に著しい支障を及ぼすおそれがあると認めら

れる場合には、利用停止を行わない（法第 100条ただし書）。 

 

・番号法第 23条第 1項及び第 2項に規定する記録に記録された特定個

人情報については利用停止請求ができない（番号法第 31条）。 

参考事項  

標準処理

期間 

標準処理期間 枚方市個人情報の保護に関する法律施行条例第３条第３項 

総日数 30日（受理した日からの総日数、休日を含む。） 

特 記 事 項 枚方市個人情報の保護に関する法律施行条例第３条第４項 

事務処理上の困難その他正当な理由があるときは、上記期間を 30日以

内に限り延長することができる。 
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